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出典：国土交通省港湾局調べ

大王製紙：塗工紙生産設備： 約470億円
丸住製紙：クラフトパルプ：約300億円

住友金属：粗鋼生産： 約2,000 億円

中国木材：製材： 約200億円

日本製紙：薄物コート紙： 約630億円

大平洋金属：ステンレス材料： 約215億円

八戸市：八戸港

石巻市：石巻港

鹿嶋市：鹿島港

和歌山市：和歌山下津港

四国中央市：三島川之江港

周南市：徳山下松港

ポスコ：鋼板コイル： 約26億円
東京製鐵：薄板： 約1,220 億円

豊橋市：三河港

田原市：三河港

三井化学：耐熱 PET樹脂：約20億円

和木町：岩国港

ひたちなか市：常陸那珂港

王子製紙：塗工紙生産設備： 約500億円 阿南市：徳島小松島 港

：

ＪＦＥ：粗鋼生産： 約1,450 億円
ジャパンエナジー：ガス： 約505億円

倉敷市：水島港 坂出市：坂出港

高松市等：高松港

川崎造船 ：造船：約100億円

タダノ：建設用クレーン ：約80億円

苫小牧市：苫小牧港

トヨタ自動車北海道：自動車部品： 約50億円

諫早市：長崎港

大分市：大分港

ダイハツ：完成自動車工場：約490億円
： （第2工場）：約235億円

氷見市：伏木富山港

キャノン：複写機用品：約８00億円

中津市：中津港

臨海部において、電気電子・自動車・製紙・製鉄関連等の大規模設備投資等が多く見られる。

射水市：伏木富山港

新潟市：新潟港

コマツ：建設機械

約85億円

金沢市：金沢港

臨海部における大規模な設備投資等の事例

苅田町：北九州港・苅田港

富士通日立プラズマ
：PDP生産：約８50億円

国富町：宮崎港

北九州市：北九州港
東レ：炭素繊維：約250億円 松前町：松山港

トクヤマ：化学系製品： 約450億円
東ソー：化学系製品：約1,000億円

北越製紙：製紙：約550億円

堺市：
堺泉北港

シャープ：液晶パネル
約3,800億円尼崎市：神戸港

松下電器産業：ＰＤＰ
（尼崎第１工場）：約 950億円
（尼崎第２工場）：約1,800億円
（尼崎第３工場）：約2,800億円

企業名：製造品目等： 設備増設等の投資金額

所在地：主な利用港

凡 例

開始したもの（予定含む）
※2004年以降に生産を

オプテス：工学フィルム：約100億円
アイシン軽金属：自動車部品：約82億円

三菱重工業：太陽電池：約150億円

トヨタ自動車：エンジン工場：約340億円
：部品工場：約160億円

日産自動車：塗装ライン更新：約100億円
：一貫組立工場：約300億円

ブリヂストン：ラジアルタイヤ：約285億円
東邦チタニウム：チタン原料：約396億円

コマツ： 建設機械： 約200 億円
日立建機：建設機械： 約280 億円

牧之原市：清水港スズキ：自動車エンジン：約600 億円
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○臨海部（＊）における工場立地は、バブル景気の崩壊後、景気の後退とともに低迷していたが、近年の景気回復
に伴い増加傾向にあり、特に、加工組立型業種、基礎素材型業種の伸びが顕著である。
○工場立地面積の増加と相まって、臨海部への立地が全体に占める割合も上昇傾向にある。

出典：「工場立地動向調査（経済産業省）」をもとに
国土交通省港湾局作成

※ ここで言う臨海部とは、岸壁（物揚場を含む）・海岸に接す
る用地又はこれらと一体となっている用地を示す。

４業種別　工場立地面積（臨海部）

0

100

200

300

400

500

600

700

800

H1 H3 H5 H7 H9 H11 H13 H15 H17

年

面積（ｈａ）

加工組立型 基礎素材型 雑貨型

地方資源型 4業種計

工場立地動向割合（臨海部/全国）

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

H1 H3 H5 H7 H9 H11 H13 H15 H17
年

％

４業種面積合
計の立地割合

○雑貨型業種

プラスチック製品製造業、出版・印刷業、家具製造業、その他
の製造業、衣服製造業、ゴム製品製造業、皮製品製造業

○地方資源型業種

食料品製造業、窯業・土石製品製造業、木材・木製品製造業、
飲料・飼料等製造業、パルプ・紙製造業、繊維工業

○基礎素材型業種

化学工業、鉄鋼業、非鉄金属製造業、石油製品製造業

○加工組立型業種

金属製品製造業、一般機械器具製造業、輸送用機械器具製造業、
精密機械器具製造業

臨海部における工場立地の動向

1989   1991    1993    1995    1997   1999    2001    2003   2005 1989   1991   1993   1995   1997   1999    2001   2003   2005 
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（西港地区）

多目的国際
ターミナル

国際海上コンテ
ナターミナル

岸壁（-12m）耐震等製紙工場

岸壁（-13m等）

港運
会社

新潟港（東港地区）

製紙工場、港運会社の増設等
投資額：約５６３億円（Ｈ１８～Ｈ２０）
雇用増：約９０人

多目的国際ターミナル
約２６億円（Ｈ１３～Ｈ１５）
国際海上コンテナターミナル
約５５億円（Ｈ２０～Ｈ２３）

（関連企業分を含む）

（関連企業分を含む）

企業群

航路・泊地
（-10m）

製鉄工場

製油工場

岸壁(-10m)

多目的国際
ターミナル

多目的国際ターミナル
約２７４億円（Ｓ６０～Ｈ２０）

水島港

製油工場、製鉄工場の増設等
投資額：約３，８１８億円（Ｈ１５～Ｈ２１）
雇用増：約２，０７０人

防波堤

泊地(-14m)

多目的国際
ターミナル

製紙工場

企業
群

多目的国際ターミナル
約１９０億円（Ｈ１４～Ｈ２２）

製紙工場の増設等
投資額：約８３０億円（Ｈ１７～Ｈ２２）
雇用増：約１３０人

三島川之江港

（関連企業分を含む）

岸壁(-8m)

複合一貫輸送
ターミナル

多目的国際
ターミナル

岸壁(-11m)

自動車製造工場

中津港

自動車製造工場の新規立地等
投資額：約１，０１５億円（Ｈ１５～Ｈ１９）
雇用増：約５，３００人

多目的国際ターミナル
複合一貫輸送ターミナル
約３８８億円（Ｈ８～Ｈ２４）

（関連企業分を含む）

航路・泊地(-14m)

和歌山下津港 製鉄工場 紀

川
ノ

製鉄工場の設備更新・増設
投資額：約２，０００億円（Ｈ１７～Ｈ２２）
雇用増：年間約１２０人

航路・泊地浚渫
約１１億円（Ｈ１９～Ｈ２０）

岸壁（-7.5m）
（改良）（耐震）

臨港道路

臨港道路(Ⅱ)【計画】

緑地(計画）

岸壁（-10m）
（改良）（耐震）【計画】

複合一貫輸送
ターミナル

家電工場進出地
2009年度稼働予定

堺泉北港

家電工場の新規立地等
投資額：約１兆円
（Ｈ１９～Ｈ２１）

複合一貫輸送ターミナル
約７３億円（Ｈ１７～）

製鉄工場（Ａ社）

防 波 堤

〔三河港田原地区〕

岸壁(-12m)

多目的国際
ターミナル

航路泊地
(-12m)

〔三河港神野地区〕

製鉄工場（２社）の新規立地
投資額：約１，２４６億円（Ｈ１７～Ｈ２１）
雇用増：約５００人

多目的国際ターミナル
約２４６億円

三河港

（関連企業分を含む） 新聞記事、企業ヒアリングに基づき国土交通省港湾局作成※事業費は、実施中の事業のみで計画は含まない

航路・
泊地

（関連企業分を含む）岸壁(-14m)防波堤（西）

北ふ頭 南ふ頭

廃棄物処理用地
中央ふ頭地区

複合一貫輸送ター
ミナル

岸壁（-10m,
-12m,-14m）

国際海上コンテナ
ターミナル等

建機工場（Ｂ社）
19.7ha（H19.1操業）

建機工場（Ａ社）
（H19.10進出予定）

中央ふ頭

常陸那珂港

建機工場（２社）の新規立地等
投資額：約５３５億円（Ｈ１８～Ｈ２０）
雇用増：約７４０人

（将来的には１，１９０～１，３９０人）

国際海上コンテナターミナル等
複合一貫輸送ターミナル
約２００億円（Ｈ４～Ｈ２０）

東防波堤全体延長 6,000ｍ

製鉄工場（Ｂ社）

（関連企業分を含む）

近年、港湾整備に伴って、臨
海部への新たな企業立地が急
激に進んでいます。
この結果、地域への新規の民
間投資が促進されるとともに、
多くの雇用が創出され、地域が
元気になります。

岸壁(-13m)

泊地（-13m）

産業機械工場
航路（-13m）

多目的国際
ターミナル

金沢港

産業機械工場の新規立地等
投資額：約３００億円

多目的国際ターミナル
約１６０億円（Ｈ１８～Ｈ２７）

東港区

岸壁(-14m)

多目的国際ターミナル

岸壁(-12m)

泊地（-14m）

泊地（-12m）

自動車関連産業の新規立地等
投資額：約８１７億円（Ｈ１６～Ｈ１８）
雇用増：約１，４００人

苫小牧港

（関連企業分を含む）

西港区

自動車関連産業等

西港区利用
の効率化

多目的国際ターミナル
約３６０億円（Ｈ１３～Ｈ２３）

“みなと”を核とした地域の活性化

３



臨海部産業エリアの形成促進 （案）
－産業・地域経済への支援－

埠頭と背後地域との連埠頭と背後地域との連
携が不十分（大型車等携が不十分（大型車等
が背後地を通行できなが背後地を通行できな
い）い）

••産業にかかる貨物の取扱量が増大産業にかかる貨物の取扱量が増大
••産業の国際競争力確保のため物流コストの削減が必要産業の国際競争力確保のため物流コストの削減が必要

船舶の大型化への対応が不十分船舶の大型化への対応が不十分

・民間事業者が荷役・民間事業者が荷役
機械を設置できない機械を設置できない
・柔軟な埠頭利用が・柔軟な埠頭利用が
できないできない

背景
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1.0万DWT～2.5万DWT 2.5万DWT～4.0万DWT 4.0万DWT～8.0万DWT 8.0万DWT～

-13mよりも大型
の岸壁が必要

現状の公共埠頭現状の公共埠頭

資料：日本船主協会「海運統計要覧」にもとづき作成。（注）１万DWT以上のバルクキャリアが対象。グラフ中の
数値は当該年における構成比。

バルク貨物輸送船の大型化バルク貨物輸送船の大型化

４



臨海部産業エリアの形成促進 （案）
－産業・地域経済への支援－

・公共的利用を確保しつつ民間事業者による一体的な

埠頭運営

・ 民間事業者による高能率貨物取扱支援施設の整備

・ 民間物流施設の立地の支援の拡充
・ 大型岸壁、臨港道路等インフラの整備

・ エリア内での特殊車両＊の通行手続の円滑化

臨海部の産業物流を効率化することにより、地域産業の活性化・立地促進を図る臨海部の産業物流を効率化することにより、地域産業の活性化・立地促進を図る

多目的国際ターミナル

目的

施策

民間による一体的な埠頭運営を行うとともに、隣接する臨海部産業との連携の強化を図り、効率的な産業物流が民間による一体的な埠頭運営を行うとともに、隣接する臨海部産業との連携の強化を図り、効率的な産業物流が
実現する「実現する「臨海部産業エリア臨海部産業エリア」を形成」を形成

１．民間事業者による効率的な埠頭運営１．民間事業者による効率的な埠頭運営

２．埠頭と隣接地域の一体的な活用２．埠頭と隣接地域の一体的な活用

３．臨海部産業の立地の促進３．臨海部産業の立地の促進

臨海部産業エリア

（臨港地区等において設定）

＊工場敷地内専用の重量物積載車両等

５


